
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年９月25日 

【中間会計期間】 第69期中（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

【会社名】 荏原実業株式会社 

【英訳名】 EBARA JITSUGYO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  鈴木 久司 

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座七丁目14番１号 

【電話番号】 ０３（５５６５）２８８１（代表) 

【事務連絡者氏名】 執行役員経理部長  大野 周司 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座七丁目14番１号 

【電話番号】 ０３（５５６５）２８８１（代表) 

【事務連絡者氏名】 執行役員経理部長  大野 周司 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第67期中以後の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

３．第68期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４．第68期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期

会計期間 

自平成17年 
 １月１日 
至平成17年 
 ６月30日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 ６月30日 

自平成19年
 １月１日 
至平成19年 
 ６月30日 

自平成17年 
 １月１日 
至平成17年 
 12月31日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 12月31日 

売上高 (百万円) 15,027 14,102 16,307 26,270 23,665 

経常利益 (百万円) 884 390 692 1,405 21 

中間(当期)純利益 

又は当期純損失(△) 
(百万円) 323 250 365 611 △154 

純資産額 (百万円) 6,860 6,990 5,929 7,246 6,483 

総資産額 (百万円) 22,327 21,264 23,899 21,174 21,297 

１株当たり純資産額 (円) 1,082.61 1,102.06 1,024.66 1,133.29 1,022.60 

１株当たり中間  

(当期)純損益 
(円) 51.01 39.60 61.23 86.20 △24.34 

潜在株式調整後１株

当たり中間(当期) 

純利益 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 30.73 32.84 24.81 34.22 30.43 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 2,585 751 4,535 524 △375 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △628 △387 699 △461 △433 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 304 △140 △1,645 169 50 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 4,388 2,582 5,193 2,359 1,603 

従業員数        (人) 

（外、平均臨時雇用者数）  
425 

474 

        （153）

479 

        （140）

437 

        （107） 

493 

        （138）



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

       ２．第67期の１株当たり年間配当額は、創業60周年記念配当3.00円を含んでいます。 

       ３．第68期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

４．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純損益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期

会計期間 

自平成17年 
 １月１日 
至平成17年 
 ６月30日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 ６月30日 

自平成19年
 １月１日 
至平成19年 
 ６月30日 

自平成17年 
 １月１日 
至平成17年 
 12月31日 

自平成18年
 １月１日 
至平成18年 
 12月31日 

売上高 ( 百万円) 14,326 13,320 15,301 24,802 22,088 

経常利益 ( 百万円) 903 478 803 1,437 161 

中間(当期)純利益 ( 百万円) 362 355 519 719 55 

資本金 ( 百万円) 957 957 957 957 957 

発行済株式総数 (千株) 6,640 6,640 6,640 6,640 6,640 

純資産額 ( 百万円) 6,879 7,208 6,356 7,329 6,778 

総資産額 ( 百万円) 21,260 20,452 23,335 20,076 20,496 

１株当たり配当額 (円) 17.00 20.00 20.00 37.00 40.00 

自己資本比率 (％) 32.36 35.24 27.24 36.51 33.07 

従業員数        (人) 

（外、平均臨時雇用者数）  
341 

351 

(82) 

350 

(85) 

343 

(73) 

357 

(80) 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントと事業部門とが必ずしも一致しないため、従業員の状況を事業の種類別セグメントに分

類して記載することは困難であります。従いまして、従業員の状況を事業部門別・子会社別に記載しております。

（注）従業員数は、就業人員数(当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む。) 

   であり、臨時雇用者数(顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。)は、当中間連結会計期間の平均人員 

   を( )外書で記載しております。 

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者は除き、社外からの出向者を含む。)であり、臨時雇用者数 

    (顧問、嘱託、非常勤顧問、パートタイマーを含む。)は、当中間会計期間の平均人員を( )外書で記載しており 

      ます。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年６月30日現在

事業部門・子会社の名称 従業員数（人） 事業の種類別セグメントとの関連 

環境設備本部 37  (  7)  環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

産業ソリューション本部 51  ( 11)  環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境システム本部 148  ( 40)  環境、水処理、風水力冷熱機器等関連 

環境事業本部 25  (  1)  環境関連 

環境計測器事業部  28  (  7)  環境関連  

医療・環境部  11  (  4)  環境関連  

管理本部他 50  ( 15)  全社 

㈱エバジツ（子会社） 52  (  4)  風水力冷熱機器等関連 

イージェイ㈱（子会社） 16  ( 19)  環境関連 

バイオジェニック㈱（子会社） 2  ( －)  環境関連 

昆明白鴎微藻技術有限公司（子会社） 59  ( 32)  環境関連 

合計 479 (140)   

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 350  ( 85)  



第２【事業の状況】 
   当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれ

ておりません。  

１【業績等の概要】 

(1)業績  

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、為替や株式相場の変動、原油・原材料価格の高騰や米国経済の不透明

感など、不安定要因が見られた一方で、企業収益の拡大に伴う設備投資の増加や雇用・所得環境の好転が見られ、総

じて回復基調のもとで推移しました。 

 当社グループを取り巻く環境装置機械業界は、民需においては設備投資の増加などから市況は回復傾向にあるもの

の、官公需においては公共事業予算の縮減や計画の見直しなどから引き続き厳しい状況で推移しました。 

 このような事業環境のもとで、当社グループは、①従来以上に民需を拡大させるため品揃えの拡充や販路の拡大を

図る、②売上の安定化を図るため消耗品分野やＯ＆Ｍ（オペレーション＆メンテナンス）事業の拡大を図る、③新製

品の開発スピードをアップするため開発テーマの絞込みを行うと共に他社及び外部研究機関との共同研究も推進する

ことを経営課題として取り組んでおります。 

 これらの活動の結果、受注高は、官公需向けの水処理施設などで大型物件の延期などが見られたことから95億54百

万円（前年同期比25.0％減）となりました。 

 売上高は、前連結会計年度からずれ込んでいた物件の完工や一部物件で完成時期が予定よりも前倒しになったこと

から163億7百万円（前年同期比15.6％増）となりました。 

 営業利益は、市況の不透明感が続いていることを背景に経費節減に努めた結果、5億69百万円（前年同期比97.1％

増）となり、経常利益は不動産賃貸収入や投資有価証券の売却益が加わったことなどから6億92百万円（前年同期比

77.4％増）となりました。 

 中間純利益は、特別損失で投資有価証券の評価損が発生したものの、特別利益で保険金収入や投資有価証券の売却

益などが加わったことから3億65百万円（前年同期比45.6％増）となりました。 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 （環境関連） 

  環境関連製品の製造・販売を手掛ける環境関連事業の受注状況は、ハイテク分野向けのオゾンモニターや下水処理場

向けの脱臭剤、脱臭フィルターの販売は堅調だったものの、民間向け排水処理プラントの一部で受注時期のずれ込みが

見られました。 

 一方、売上については、焼酎廃液からメタンガスを抽出し、ボイラー燃料として使用する大型バイオガスプラントや

首都圏の下水処理場向け大型脱臭プラントが完成しました。 

 また、大手飲料メーカー向けに機能性素材「アスタキサンチン」を出荷しました。 

 以上の結果、受注高は21億24百万円（前年同期比46.1％減）となり、売上高は53億94百万円（前年同期比57.4％増）

となりました。 

 （水処理関連） 

  主に上下水道向けのエンジニアリングを手掛ける水処理関連事業の受注状況は、公共予算の縮減や入札形態の変化に

より引き続き厳しい状況となっています。これに対応するため、積算部門の体制強化や選別受注を行うことにより利益

優先の案件確保に努めています。 

 売上については、前連結会計年度からずれ込んでいた物件の完工や一部物件で完成時期が予定よりも前倒しとなりま

した。 

 以上の結果、受注高は17億27百万円（前年同期比28.5％減）となり、売上高は51億60百万円（前年同期比1.4％増）

となりました。 

 （風水力冷熱機器等関連） 

  主にポンプ、ボイラー、省エネ空調機器などを商社として販売する風水力冷熱機器等関連事業は、民間の設備投資の

増加を背景に半導体分野や都市再開発分野向けが堅調に推移しました。 

 また、韓国メーカーとの提携により販売を注力している「Ｋターボブロワー」についても省エネ需要の高まりから販

売台数を順調に伸ばすことができました。 

 以上の結果、受注高は57億2百万円（前年同期比10.7％減）となり、売上高は57億52百万円（前年同期比3.0％増）と

なりました。 



(2)キャッシュ・フローの状況  

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、51億93百万円となり前連結会計年

度末に比べ35億90百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は45億35百万円となりました（前年同期比37億84百万円増）。主な要因は、税金等調

整前中間純利益7億26百万円の計上、仕入債務37億40百万円の増加、たな卸資産3億91百万円の減少等であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果得られた資金は6億99百万円となりました（前年同期は3億87百万円の支出）。主な要因は、投資有

価証券の売却による収入15億12百万円、投資有価証券の取得による支出8億64百万円であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動の結果使用した資金は16億45百万円となりました（前年同期比15億4百万円増）。主な要因は、自己株式

の取得（55万株）による支出9億48百万円、短期借入金の返済5億58百万円、配当金の支払1億26百万円等でありま

す。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は生産価格によっております。 

２．当社グループの生産実績には、季節的変動があります。なお、前連結会計年度における生産実績は、13,840

百万円であります。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．当社グループの商品仕入実績には、季節的変動があります。なお、前連結会計年度における商品仕入実績

は、6,476百万円であります。 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） 3,681 143.5 

水処理関連（百万円） 3,829 107.4 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 1,641 87.8 

合計（百万円） 9,152 114.4 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前年同期比（％） 

環境関連（百万円） － － 

水処理関連（百万円） 409 135.5 

風水力冷熱機器等関連（百万円） 3,416 106.7 

合計（百万円） 3,825 109.2 



(3）受注実績 

 当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 受注実績 

 （注）金額は販売価格によっております。 

② 受注先別実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する販売割合が、10％以上の相手先はありません。 

２．当社グループが建設業者を通じて受注した官公庁発注工事は、官公庁欄に計上しております。 

３．当社グループの販売実績には、季節的変動があります。なお、前連結会計年度における販売実績は、官公庁

向12,609百万円、民間向11,055百万円、計23,665百万円であります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

受注高
（百万円） 

前年同期比
（％） 

受注残高
（百万円） 

前年同期比
（％） 

環境関連 2,124 53.9 2,305 63.9 

水処理関連 1,727 71.5 3,544 115.2 

風水力冷熱機器等関連 5,702 89.3 3,602 89.3 

合計 9,554 75.0 9,451 88.2 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

官公庁
（百万円） 

民間
（百万円） 

計
（百万円） 

前年同期比
（％） 

環境関連 1,058 1,066 2,124 53.9 

水処理関連 1,667 60 1,727 71.5 

風水力冷熱機器等関連 973 4,728 5,702 89.3 

合計 3,699 5,855 9,554 75.0 

事業の種類別セグメントの名称

当中間連結会計期間
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

官公庁
（百万円） 

民間
（百万円） 

計
（百万円） 

前年同期比
（％） 

環境関連 2,374 3,019 5,394 157.4 

水処理関連 5,073 87 5,160 101.4 

風水力冷熱機器等関連 1,409 4,343 5,752 103.0 

合計 8,857 7,450 16,307 115.6 



４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

(1)方針及び目的 

当社グループの研究開発は、「豊かな人間環境の創造を目指して社会に貢献する」という経営理念に基づき、主

としてオゾン・脱臭・水処理・資源再利用という「環境関連」事業に係わる分野において製品開発を行っておりま

す。 

 川崎市麻生区の中央研究所では、脱臭剤・脱臭装置・機能性食品・遺伝子増幅にかかわる基礎研究及び製品開発

を、川崎市中原区の川崎研究所では、オゾン関連機器にかかわる基礎研究及び製品開発を行っております。また、

埼玉県北葛飾郡の埼玉研究所では、脱臭剤及び脱臭装置などにかかわる研究開発と実証実験を行っております。 

 さらに、子会社バイオジェニック㈱及び子会社昆明白鴎微藻技術有限公司では、健康食品や飲料・化粧品の原材

料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸化能力をもつ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）の

大量培養研究を行っております。 

 なお、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は3億16百万円であります。 

(2)主な研究開発の成果 

以下は、全て環境関連事業に係わる分野における研究開発の成果であります。 

・従来品よりも安定性が強いアンモニア成分用脱臭剤「ボエフＥＰＮ１」を開発し、販売を開始しました。 

・農業集落排水施設向けに、硫化水素等の硫黄系物質の発生を抑制する装置「臭気抑制システム」を開発し、１号

機を納入しました。 

・水道水を起因とする食中毒として「クリプトスポリジウム（耐塩素性病原生物）」の感染症が問題となっていま

す。これら寄生虫を不活化させるための装置として「紫外線処理装置」を他メーカーと共同開発し、販売準備を

進めています。 

・感染対策用「空気殺菌脱臭装置（FDS）」の後継機が完成し、現在、販売の準備を行っています。 

・子会社バイオジェニック㈱が手掛ける健康食品や飲料・化粧品の原材料となる物質「アスタキサンチン」（抗酸

化能力を持つ生理活性物質で健康増進と美肌効果などを有する物質）について、納入先の大手飲料メーカーから

「アスタキサンチン」含有の清涼飲料水が新製品として発売されました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に平成19年９月完了予定で計画しておりました環境計測器事業部の事務所移転用土地及び建物の

取得については、平成19年８月31日に引渡及び登記手続を完了しました。  

 なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,000,000 

計 20,000,000 

種類 
  中間会計期間末現在  
   発行数（株） 
（平成19年６月30日） 

 提出日現在発行数（株）
（平成19年９月25日） 

上場証券取引所名又は 
 登録証券業協会名 

内容

普通株式 6,640,000 6,640,000 東京証券取引所市場第一部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 6,640,000 6,640,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年１月１日～ 

平成19年６月30日  
－  6,640,000 －  957 －  787 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記大株主以外に当社が852,970株（所有株式数の割合12.85％）を自己株式として保有しております。 

    ２．上記所有株式数のうち、役員持株会を通じて所有している株式数は以下のとおりであります。 

      水島力夫   1,569株 

      鈴木久司   1,266株 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

水島力夫 東京都杉並区 408,869 6.15 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 306,000 4.61 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 265,000 3.99 

イワキ興産株式会社 東京都中央区銀座６丁目16番10号 234,600 3.53 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 174,700 2.63 

清水暎夫 神奈川県横浜市港北区 170,080 2.56 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（三井アセット信託銀行再信託分・ＣＭＴＢ 

エクイティインベストメンツ株式会社信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 150,000 2.26 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 150,000 2.26 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 135,000 2.03 

鈴木 久司 神奈川県横浜市港北区 123,826 1.86 

計           － 2,118,075 31.90 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 852,900 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,785,100 57,851 同上 

単元未満株式 普通株式 2,000 － 
一単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数 6,640,000 － － 

総株主の議決権 － 57,851 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役職の異動は、次のとおりであります。 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
(％) 

荏原実業株式会社 
東京都中央区銀座七

丁目14番１号 
852,900 － 852,900 12.84 

計 － 852,900 － 852,900 12.84 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 1,688 1,800 1,914 1,975 2,015 2,025 

最低（円） 1,600 1,651 1,701 1,850 1,921 1,949 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役社長  

 （代表取締役） 

営業統括・  

管理統括・   

新事業推進室統括・   

管理本部長  

取締役社長 

 （代表取締役） 

営業統括・ 

管理統括・  

新事業推進室統括 

鈴木 久司  平成19年５月１日 

取締役 
執行役員・ 

中央研究所統括  
常務取締役  

執行役員・  

営業副統括・  

産業ソリューション本

部長  

熊倉 良一  平成19年５月１日 

取締役 

執行役員・ 

中央研究所統括 

兼省エネ推進事業部長  

取締役 
執行役員・  

中央研究所統括   
熊倉 良一  平成19年７月17日 

取締役 
執行役員・ 

関東支社長 
取締役  

執行役員・ 

環境計測器事業部兼  

医療・環境部兼  

中央研究所各統括  

飯沢不二雄  平成19年５月１日 

取締役  

執行役員・  

産業ソリューション本部

長  

取締役 

執行役員・ 

環境システム本部 

副本部長・  

関東支社長  

滝川 政規  平成19年５月１日 

取締役  

執行役員・  

環境計測器事業部兼  

医療・環境部兼   

工事統括安全室各統括  

兼新事業推進室長  

取締役 

執行役員・ 

管理本部長・  

法務部長・  

新事業推進室長  

加賀 史朗  平成19年５月１日 

取締役  

執行役員・   

環境システム本部  

副本部長兼  

環境システム部長  

取締役 

執行役員・  

環境システム本部 

副本部長・  

神奈川支社長  

三木 嘉広   平成19年６月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月

30日）及び当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）及び当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月

30日）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     2,909     5,258     1,747  

２．受取手形及び 
  売掛金 

※４   7,743     7,465     7,395  

３．たな卸資産     1,818     2,749     3,139  

４．繰延税金資産     265     244     250  

５．その他 ※５   117     199     307  

貸倒引当金     △1     △2     △2  

流動資産合計     12,852 60.4   15,914 66.6   12,838 60.3 

Ⅱ 固定資産                    

１.有形固定資産                    

(1)建物及び構築物 ※２ 1,875     1,924     1,879    

減価償却累計額   910 964   982 942   943 935  

(2)機械装置及び 
   運搬具   182     209     197    

減価償却累計額   55 126   72 136   61 136  

(3)工具器具備品   312     350     334    

減価償却累計額   169 142   259 91   211 123  

(4)土地 ※２   847     811     811  

(5)その他     12     5     22  

有形固定資産合計     2,093 9.8   1,986 8.3   2,028 9.5 

２.無形固定資産     37 0.2   30 0.1   32 0.2 

３.投資その他の資産                    

 (1)投資有価証券 ※２   2,311     2,054     2,380  

 (2)保険積立金     1,650     1,739     1,731  

 (3)賃貸用不動産 ※1,2   840     817     828  

 (4)繰延税金資産     791     671     781  

 (5)その他     796     753     745  

貸倒引当金     △109     △68     △70  

投資その他の資産 
合計     6,280 29.6   5,967 25.0   6,397 30.0 

固定資産合計     8,411 39.6   7,984 33.4   8,458 39.7 

資産合計     21,264 100.0   23,899 100.0   21,297 100.0 

              

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び 
    買掛金 

※2,4   8,566     11,313     7,572  

２．短期借入金 ※２   2,004     1,574     2,332  

３．未払法人税等     328     331     57  

４．未払消費税等  ※５   27     102     4  

５．前受金     1,164     2,296     2,595  

６．賞与引当金     150     145     146  

７．役員賞与引当金     25     －     －  

８．工事損失引当金      393     336     400  

９．その他 ※４   366     456     461  

 流動負債合計     13,026 61.3   16,557 69.3   13,570 63.7 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※２   36     214     26  

２．退職給付引当金     570     540     562  

３．役員退職慰労 
  引当金     551     580     574  

４．その他     87     75     80  

 固定負債合計     1,246 5.8   1,411 5.9   1,243 5.9 

 負債合計     14,273 67.1   17,969 75.2   14,814 69.6 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     957 4.5   957 4.0   957 4.5 

２．資本剰余金     787 3.7   787 3.3   787 3.7 

３．利益剰余金     5,921 27.9   5,628 23.6   5,389 25.3 

４．自己株式     △427 △2.0   △1,376 △5.8   △427 △2.0 

株主資本合計     7,239 34.1   5,996 25.1   6,707 31.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券
評価差額金 

    △285 △1.3   △141 △0.6   △279 △1.3 

２．為替換算調整勘定     29 0.1   73 0.3   52 0.2 

評価・換算差額等 
合計 

    △255 △1.2   △67 △0.3   △226 △1.1 

Ⅲ 少数株主持分     7 0.0   0 0.0   3 0.0 

純資産合計     6,990 32.9   5,929 24.8   6,483 30.4 

負債純資産合計     21,264 100.0   23,899 100.0   21,297 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１                  

１．製品及び 
    工事売上高   10,216     11,872     16,056    

２．商品売上高   3,886 14,102 100.0 4,434 16,307 100.0 7,609 23,665 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

１．製品及び 
    工事売上原価   7,913     9,551     12,477    

２．商品売上原価   3,330 11,243 79.7 3,795 13,347 81.8 6,251 18,728 79.1 

売上総利益                    

１．製品及び 
    工事売上総利益   2,303     2,321     3,578    

２．商品売上総利益   555 2,858 20.3 639 2,960 18.2 1,357 4,936 20.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   2,569 18.3   2,391 14.7   5,055 21.4 

営業利益又は 
営業損失(△)     288 2.0   569 3.5   △119 △0.5 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   2     6     7    

２．受取配当金   28     21     33    

３．不動産賃貸収入   51     50     104    

４．投資有価証券売却益   50     79     87    

５．その他   6 139 1.0 14 172 1.0 15 248 1.1 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   9     16     22    

２．不動産賃貸費用   23     25     46    

３．その他   5 38 0.2 7 49 0.3 38 107 0.5 

経常利益     390 2.8   692 4.2   21 0.1 

 



   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※３ －     －     6    

２．投資有価証券売却益   0     24     30    

３．保険金収入   145     21     145    

４．会員権売却益   －     2     23    

５．貸倒引当金戻入益   2 148 1.1 0 48 0.3 4 210 0.9 

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産処分損 ※４ 4     0     8    

２．減損損失 ※５ 18     －     18    

３．投資有価証券評価損   25     13     210    

４．労災補償金   － 48 0.4 － 14 0.1 40 277 1.2 

税金等調整前 
中間純利益又は 
税金等調整前 
当期純損失(△) 

    490 3.5   726 4.4   △45 △0.2 

法人税、住民税及び
事業税   306     343     159    

法人税等調整額   △64 242 1.7 21 364 2.2 △43 115 0.5 

少数株主損失     2 0.0   3 0.0   7 0.0 

中間純利益又は 
当期純損失(△)     250 1.8   365 2.2   △154 △0.7 

              



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

   前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）                  

(注)平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注)平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（百万円） 957 787 5,862 △427 7,180 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当(注) － － △126 － △126 

利益処分による役員賞与(注)  － － △65 － △65 

中間純利益 － － 250 － 250 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
－ － 59 △0 59 

平成18年６月30日 残高（百万円） 957 787 5,921 △427 7,239 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計 

平成17年12月31日 残高（百万円） 32 33 66 10 7,256 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当(注) － － － － △126 

利益処分による役員賞与(注) － － － － △65 

中間純利益 － － － － 250 

自己株式の取得 － － － － △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△318 △3 △322 △3 △325 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
△318 △3 △322 △3 △265 

平成18年６月30日 残高（百万円） △285 29 △255 7 6,990 



   当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）                  

(注)平成19年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注)平成19年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年12月31日 残高（百万円） 957 787 5,389 △427 6,707 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当(注) － － △126 － △126 

中間純利益 － － 365 － 365 

自己株式の取得 － － － △948 △948 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
－ － 238 △948 △710 

平成19年６月30日 残高（百万円） 957 787 5,628 △1,376 5,996 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計 

平成18年12月31日 残高（百万円） △279 52 △226 3 6,483 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当(注) － － － － △126 

中間純利益 － － － － 365 

自己株式の取得 － － － － △948 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
138 21 159 △3 156 

中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
138 21 159 △3 △553 

平成19年６月30日 残高（百万円） △141 73 △67 0 5,929 



   前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）  

(注)平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

(注)平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高（百万円） 957 787 5,862 △427 7,180 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当(注) － － △253 － △253 

利益処分による役員賞与(注)  － － △65 － △65 

当期純損失 － － △154 － △154 

自己株式の取得 － － － △0 △0 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円）
－ － △472 △0 △472 

平成18年12月31日 残高（百万円） 957 787 5,389 △427 6,707 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計 

平成17年12月31日 残高（百万円） 32 33 66 10 7,256 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当(注) － － － － △253 

利益処分による役員賞与(注) － － － － △65 

当期純損失 － － － － △154 

自己株式の取得 － － － － △0 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△312 18 △293 △6 △300 

連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円）
△312 18 △293 △6 △773 

平成18年12月31日 残高（百万円） △279 52 △226 3 6,483 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間純利益又は 
税金等調整前当期純損失（△）   490 726 △45 

減価償却費   106 108 215 

減損損失    18 － 18 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △2 △1 △11 

賞与引当金の増減額（減少：△）   12 △0 8 

役員賞与引当金の増減額 
（減少：△）   25 － － 

退職給付引当金の増減額 
（減少：△）   △8 △21 △17 

役員退職慰労引当金の増減額 
（減少：△）   23 6 45 

工事損失引当金の増減額 
（減少：△）   160 △64 167 

受取利息及び受取配当金   △31 △28 △41 

固定資産売却益   － － △6 

投資有価証券売却益   △51 △103 △118 

保険金収入    △145 △21 △145 

会員権売却益   － △2 △23 

支払利息   9 16 22 

固定資産処分損   4 0 8 

投資有価証券評価損   25 13 210 

労災補償金   － － 40 

売上債権の増減額（増加：△）   576 △70 924 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △259 391 △1,579 

仕入債務の増減額（減少：△）   686 3,740 △307 

前受金の増減額（減少：△）   △357 △299 1,072 

未収消費税等及び未払消費税等の
増減額（減少：△）     △166 157 △249 

役員賞与の支払   △65 － △65 

その他   △26 44 △60 

小計   1,023 4,594 63 

利息及び配当金の受取額   31 28 41 

利息の支払額   △11 △17 △23 

労災補償金の支払額   － － △40 

法人税等の支払額   △292 △68 △416 

営業活動によるキャッシュ・フロー   751 4,535 △375 

 



   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支出   △200 － △200 

拘束性預金の増減額（増加：△）   △264 81 △82 

有形固定資産の取得による支出   △75 △27 △139 

有形固定資産の売却による収入   － － 48 

無形固定資産の取得による支出   △1 △1 △3 

投資有価証券の取得による支出   △644 △864 △1,247 

投資有価証券の売却による収入   740 1,512 1,164 

保険金の受取による収入    212 32 212 

その他   △154 △33 △185 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △387 699 △433 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金純増減額（減少：△）   － △558 328 

長期借入金の返済による支出   △14 △12 △24 

自己株式の取得による支出   △0 △948 △0 

配当金の支払額   △126 △126 △253 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △140 △1,645 50 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △0 0 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   222 3,590 △756 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,359 1,603 2,359 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

※１ 2,582 5,193 1,603 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

連結子会社の数 ４社 

会社名 ㈱エバジツ 

  バイオジェニック㈱ 

  イージェイ㈱ 

  昆明白鴎微藻技術有限公司 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する 

 事項 

 持分法適用会社はありません。 

 なお、関連会社はありません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

 (決算日)等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間決算

日は中間連結決算日と同一であり

ます。 

同左  すべての連結子会社の決算日は

連結決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する 

  事項 

     

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

     

①有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

   中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定） 

同左  連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 商品 

 個別法による原価法 

製品 

  主として個別法による原価法 

原材料 

 主として月次総平均法による 

 原価法 

仕掛工事・仕掛品 

 個別法による原価法 

商品 

同左 

製品 

同左 

原材料 

同左 

  

仕掛工事・仕掛品 

 主として個別法による原価法 

商品 

同左 

製品 

同左 

原材料 

同左 

  

仕掛工事・仕掛品 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

     

①有形固定資産・ 

 賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３年～50年

機械装置及び運搬具 ３年～12年

工具器具備品 ３年～20年

賃貸用不動産  

（建物及び構築物） 

15年～50年

同左 同左 

②無形固定資産  定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は、特許権

８年、営業権５年であります。ま

た、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（５年）を償却年数としており

ます。 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は、特許権

８年、のれん５年であります。ま

た、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（５年）を償却年数としており

ます。 

同左 

(3) 重要な引当金の計上 

  基準 

     

①貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備え

るため一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

②賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負担額を

計上しております。 

同左  従業員に対する賞与の支給に備

えるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

③役員賞与引当金   役員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち

当中間連結会計期間に見合う額を

計上しております。 

 ――――――――――    ――――――――――   

④工事損失引当金  受注工事の損失に備えるため、

当中間連結会計期間末における手

持工事のうち、損失の発生が見込

まれ、かつ金額を合理的に見積も

ることのできる工事について、損

失見積額を計上しております。 

同左  受注工事の損失に備えるため、

連結会計年度末における手持工事

のうち、損失の発生が見込まれ、

かつ金額を合理的に見積もること

のできる工事について、損失見積

額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

⑤退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度における発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれの発生の翌連

結会計年度から損益処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法によ

り按分した額を発生した連結会計

年度から損益処理しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会

計年度における発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれの発生の翌連

結会計年度から損益処理すること

としております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法によ

り按分した額を発生した連結会計

年度から損益処理しております。 

⑥役員退職慰労引当金  役員に対する退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計上してお

ります。 

同左  役員に対する退職慰労金の支給

に備えるため内規に基づく連結会

計年度末要支給額を計上しており

ます。  

(4) 工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によ

っておりますが、工期が１年以上

かつ請負金額３億円以上の工事に

ついては、工事進行基準によって

おります。 

 原則として、工事完成基準によ

っておりますが、工期が１年以上

かつ請負金額３億円以上の工事に

ついては、工事進行基準によって

おります。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける工事進行基準による売上高は

200百万円であります。 

 原則として、工事完成基準によ

っておりますが、工期が１年以上

かつ請負金額３億円以上の工事に

ついては、工事進行基準によって

おります。 

 なお、当連結会計年度における

工事進行基準による売上高は1,532

百万円であります。 

(5) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準  

  在外子会社の資産及び負債は、

中間連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上

しております。 

同左   在外子会社の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定及

び少数株主持分に含めて計上して

おります。 

(6) 重要なリース取引の 

  処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(7) その他中間連結(連

結)財務諸表作成のた

めの重要な事項 

     

 消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・ 

  フロー計算書（連結 

  キャッシュ・フロー計 

  算書）における資金の 

  範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。これに

より、経常利益は0百万円増加し、税金等

調整前中間純利益は18百万円減少しており

ます。    

 なお、減損損失累計額は、各資産の取得

原価から直接控除しております。 

 (有形固定資産及び賃貸用不動産の減価償却

の方法） 

 当中間連結会計期間より法人税法の改正

((所得税法等の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令 平成19年３月30日

 政令第83号))に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産及び賃貸用不

動産については、改正後の法人税法に規定

する減価償却方法により減価償却費を計上

しております。これによる損益に与える影

響は軽微であります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより、経

常利益は0百万円増加し、税金等調整前当期

純損失は18百万円増加しております。   

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 また、減損損失累計額は、各資産の取得

原価から直接控除しております。 

 (役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４号 平

成17年11月29日）を適用しております。こ

れにより、営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益は25百万円減少しており

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

   (役員賞与に関する会計基準） 

 役員賞与については、従来利益処分によ

り株主総会の決議を経て利益剰余金の減少

としておりましたが、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29日）に基づ

き、発生時に費用処理しております。これ

により、営業損失は12百万円増加し、経常

利益は12百万円減少し、税金等調整前当期

純損失は12百万円増加しております。   

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は、6,983百万円であります。 

 また、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

   (貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は、6,480百万円であります。  

 また、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対照表の

純資産の部については、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

     



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

１. 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「建設仮勘

定」（当中間連結会計期間末残高12百万円）は、重要性が低くな

ったため、当中間連結会計期間より有形固定資産の「その他」に

含めて表示しております。 

２. 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「会員権」

（当中間連結会計期間末残高109百万円）は、重要性が低くなった

ため、当中間連結会計期間より投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しております。 

           ――――――――――   



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 

  648百万円   650百万円   638百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 241百万円 

土地 474 

投資有価証券 251 
賃貸用不動産 391 

計 1,359百万円 

建物及び構築物 237百万円 

土地 474 

投資有価証券 287 
賃貸用不動産 378 

計 1,377百万円 

建物及び構築物 236百万円 

土地 474 

投資有価証券 235 
賃貸用不動産 346 

計 1,294百万円 

(2) 上記に対する債務 (2) 上記に対する債務 (2) 上記に対する債務 

買掛金 996百万円 

短期借入金 1,474 

長期借入金 36 

計 2,506百万円 

買掛金 1,166百万円 

短期借入金 1,494 

長期借入金 14 

計 2,674百万円 

買掛金 867百万円 

短期借入金 1,454 

長期借入金 26 

計 2,347百万円 

 ３．   ――――――――――    ３．偶発債務  

 受取手形裏書譲渡高        149百万円 

 ３．   ――――――――――   

※４．   ――――――――――   ※４．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期間末日は

金融機関の休日であったため、次の中間連

結会計期間末日満期手形が中間連結会計期

間末残高に含まれております。 

 受取手形              215百万円 

 支払手形              9百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グ

ループに対する債権者よりみずほファクタ

ー㈱に譲渡された債権（当社グループの買

掛金及び未払金）の会計処理は、決済日を

もって処理しております。なお、次の中間

連結会計期間末決済買掛金及び未払金が中

間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 

 買掛金             753百万円 

 流動負債その他(未払金)       6百万円 

※４．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度末日は金融機

関の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。 

 受取手形             205百万円 

 支払手形             14百万円 

 また、ファクタリング方式により当社グ

ループに対する債権者よりみずほファクタ

ー㈱に譲渡された債権（当社グループの買

掛金及び未払金）の会計処理は、決済日を

もって処理しております。なお、次の連結

会計年度末決済買掛金及び未払金が連結会

計年度末残高に含まれております。 

 買掛金             688百万円 

 流動負債その他(未払金)       3百万円 

※５．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、納税主体ごとに流動資産の「その

他」または未払消費税等として表示してお

ります。 

※５．消費税等の取扱い 

 同  左 

※５．   ――――――――――  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※１．売上高の季節的変動 

 当社グループの売上高は、通常の営業の

形態として、下半期に比べ上半期に完成す

る工事の割合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。 

※１．売上高の季節的変動 

同  左  

※１．   ―――――――――― 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

従業員給料手当 689百万円 

賞与 134  

賞与引当金繰入額 120 
役員賞与引当金繰入額 25 
法定福利費 143 

退職給付引当金繰入額 55 
役員退職慰労引当金繰入額 23 
旅費交通費 145 

減価償却費 21 

研究開発費 350 

貸倒引当金繰入額 3 

従業員給料手当 703百万円 

賞与 96  

賞与引当金繰入額 94 
法定福利費 140 

退職給付引当金繰入額 46 
役員退職慰労引当金繰入額 18 
旅費交通費 140 

減価償却費 19 

研究開発費 316 

従業員給料手当 1,368百万円

賞与 346 
賞与引当金繰入額 115 
法定福利費 285 

退職給付引当金繰入額 110 
役員退職慰労引当金繰入額 45 
旅費交通費 294 

減価償却費 38 

研究開発費 748 

※３．   ――――――――――   ※３．   ――――――――――   ※３．固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

    建物及び構築物 0百万円 

土地 5 

計 6百万円 

※４．固定資産処分損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４．固定資産処分損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４．固定資産処分損の内訳は、次のとおり

であります。 

機械装置及び運搬具 2百万円 

工具器具備品 1 

計 4百万円 

工具器具備品 0百万円 

計 0百万円 

機械装置及び運搬具 3百万円 

工具器具備品 2 
電話加入権 2 

計 8百万円 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※５．減損損失 ※５．   ――――――――――   ※５．減損損失 

(１)減損損失を認識した資産グループの概要   (１)減損損失を認識した資産グループの概要 

場所 用途 種類 減損損失 

静岡県 

富士市 

賃貸用 

 資産  

建物 11百万円 

土地 4百万円 

千葉県 

香取市 
 遊休資産  土地 3百万円 

 計 18百万円 

  場所 用途 種類 減損損失 

静岡県 

富士市 

賃貸用 

 資産  

建物 11百万円 

土地 4百万円 

千葉県 

香取市 
 遊休資産  土地 3百万円 

 計 18百万円 

(２)資産のグルーピングの概要   (２)資産のグルーピングの概要 

   当社グループは、継続的に損益を把握 

 している事業単位ごとに資産をグルーピ 

 ングしておりますが、賃貸用資産及び遊 

 休資産については個々の物件をグルーピ 

 ングの単位としております。 

     当社グループは、継続的に損益を把握 

 している事業単位ごとに資産をグルーピ 

 ングしておりますが、賃貸用資産及び遊 

 休資産については個々の物件をグルーピ 

 ングの単位としております。 

(３)減損損失の認識に至った経緯   (３)減損損失の認識に至った経緯 

    静岡県富士市の賃貸用資産について 

 は、不動産価格の著しい下落に伴い収益 

 性が著しく低下したため、減損損失を認 

 識いたしました。 

  千葉県香取市の土地については、遊休 

 状態にあり今後の利用計画もなく、地価 

 も著しく下落しているため、減損損失を 

 認識いたしました。 

     静岡県富士市の賃貸用資産について 

 は、不動産価格の著しい下落に伴い収益 

 性が著しく低下したため、減損損失を認 

 識いたしました。 

  千葉県香取市の土地については、遊休 

 状態にあり今後の利用計画もなく、地価 

 も著しく下落しているため、減損損失を 

 認識いたしました。 

(４)回収可能価額の算定方法   (４)回収可能価額の算定方法 

   回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しており、固定資産税評価額等を基 

 礎として算定しております。 

     回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しており、固定資産税評価額等を基 

 礎として算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
 増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式         

   普通株式 6,640,000 － － 6,640,000 

    合計  6,640,000 － － 6,640,000 

自己株式          

   普通株式 （注） 302,910 10 － 302,920 

  合計 302,910 10 － 302,920 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

  １株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年３月28日 

第67期定時株主総会 
普通株式 126,741 20.00 平成17年12月31日 平成18年３月28日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
 １株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年８月９日 

取締役会 
普通株式 126,741 利益剰余金 20.00 平成18年６月30日 平成18年９月６日



 当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加は、取締役会決議に基づく取得550,000株及び単元未満株式の買取50株によるもので

あります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式         

   普通株式 6,640,000 － － 6,640,000 

    合計  6,640,000 － － 6,640,000 

自己株式          

 普通株式 （注） 302,920 550,050 － 852,970 

  合計 302,920 550,050 － 852,970 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

  １株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年３月27日 

第68期定時株主総会 
普通株式 126,741 20.00 平成18年12月31日 平成19年３月28日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
 １株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年８月９日 

取締役会 
普通株式 115,740 利益剰余金 20.00 平成19年６月30日 平成19年９月６日



 前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

 ２．配当に関する事項 

 (1）配当金支払額 

 (2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度  
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度 
末株式数(株) 

発行済株式         

   普通株式 6,640,000  －  － 6,640,000 

    合計  6,640,000    －   － 6,640,000 

自己株式          

   普通株式 （注） 302,910 10   － 302,920 

  合計 302,910 10   － 302,920 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

  １株当たり 
  配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年３月28日 

第67期定時株主総会 
普通株式 126,741 20.00 平成17年12月31日 平成18年３月28日 

平成18年８月９日 

取締役会 
普通株式 126,741 20.00 平成18年６月30日 平成18年９月６日 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
 １株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年３月27日 

第68期定時株主総会 
普通株式 126,741 利益剰余金 20.00 平成18年12月31日 平成19年３月28日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,909百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△60 

別段預金  △2 
拘束性預金 △264 

現金及び現金同等物 2,582百万円 

現金及び預金勘定 5,258百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△60 

別段預金  △3 
拘束性預金 △1 

現金及び現金同等物 5,193百万円 

現金及び預金勘定 1,747百万円 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△60 

別段預金 △2 
拘束性預金 △82 

現金及び現金同等物 1,603百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

 累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

 累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

 累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

建物及び 

構築物 
8 3 4 

機械装置 

及び  

運搬具 

44 29 15 

工具器具 

備品 
188 99 89 

その他 12 4 8 

合計 254 136 117 

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

建物及び 

構築物 
8 5 2 

機械装置 

及び  

運搬具 

37 15 21 

工具器具 

備品 
167 76 90 

その他 12 6 5 

合計 225 104 120 

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

建物及び 

構築物 
8 4 3 

機械装置 

及び 

運搬具 

37 12 25 

工具器具 

備品 
160 82 77 

 その他 12 5 7 

合計 218 104 113 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 42百万円 

１年超 77  

合計 120百万円 

１年内 42百万円 

１年超 80  

合計 122百万円 

１年内 40百万円 

１年超 74  

合計 115百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

   支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

   支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

   支払利息相当額 

支払リース料 26百万円 

減価償却費相当額 25百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 24百万円 

減価償却費相当額 23百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 50百万円 

減価償却費相当額 47百万円 

支払利息相当額 2百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。 

同左 同左 

（減損損失について）  

  リース資産に配分された減損損失はない

ため、項目等の記載は省略しております。 

（減損損失について）  

同左 

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を実施し、評価損25百万円を計上しております。   

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著し

く下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案し

て、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとし

ております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 非上場株式について、当中間連結会計期間において、減損処理の対象となったものはありません。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上

額（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 1,954 1,477 △477 

(2)債券       

  その他 200 199 △1 

(3)その他 100 98 △2 

合計 2,255 1,774 △481 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 510 

投資事業組合への出資持分  26 



当中間連結会計期間末（平成19年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を実施し、評価損10百万円を計上しております。     

なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著し

く下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案し

て、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとし

ております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損3百万円を計上して

おります。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上

額（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 2,071 1,827 △244 

(2)その他 100 96 △3 

合計 2,172 1,924 △248 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 106 

投資事業組合への出資持分  24 



前連結会計年度末（平成18年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行い、評価損209百万円を計上しております。なお、当

該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合は、時価が著しく下落し

たと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとしております。 

また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合には、過去の一定期間の時価の推移等を勘案し

て、時価が著しく下落したと判断し、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理することとし

ております。 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損0百万円を計上しており

ます。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年１月

１日 至 平成19年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)  

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年１月

１日 至 平成19年６月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日)  

 該当事項はありません。 

（企業結合等） 

当中間連結会計期間(自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日)  

 該当事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 2,058 1,589 △469 

(2)その他 257 255 △1 

合計 2,316 1,845 △471 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 509 

投資事業組合への出資持分 25 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 
環境関連 

（百万円） 

水処理関連 

（百万円） 

風水力冷熱

機器等関連 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全

社(百万円) 

連結 

（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 3,426 5,089 5,586 14,102 － 14,102 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 3,426 5,089 5,586 14,102 － 14,102 

営業費用 3,541 4,511 5,409 13,462 351 13,813 

営業利益又は営業損失（△） △114 578 176 640 △351 288 

 
環境関連 

（百万円） 

水処理関連 

（百万円） 

風水力冷熱

機器等関連 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全

社(百万円) 

連結 

（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 5,394 5,160 5,752 16,307 － 16,307 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 5,394 5,160 5,752 16,307 － 16,307 

営業費用 5,431 4,645 5,391 15,468 270 15,738 

営業利益又は営業損失（△） △36 515 360 839 △270 569 

 
環境関連 

（百万円） 

水処理関連 

（百万円） 

風水力冷熱

機器等関連 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全

社(百万円) 

連結 

（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 5,524 7,591 10,548 23,665 － 23,665 

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － － 

計 5,524 7,591 10,548 23,665 － 23,665 

営業費用 5,901 7,027 10,243 23,172 612 23,784 

営業利益又は営業損失（△） △376 564 305 492 △612 △119 



（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品及び工事・商品 

事業区分は商品・製品及び工事の類似性及び販売市場別に区分してあります。 

２．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは管理部門（総務・経理部門な

ど）に係る費用であります。 

前中間連結会計期間   351百万円 

当中間連結会計期間   270百万円 

前連結会計年度     612百万円 

３．会計方針の変更 

       前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

       「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり当中間連結会計期間より 

      「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。これにより、「全社」の営業費用に役員賞与引当金繰

      入額25百万円を計上し、営業利益が同額減少しております。 

       当中間連結会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

        当中間連結会計期間より法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第

      ６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号))に伴い、平成19年４月

      １日以降に取得した有形固定資産及び賃貸用不動産については、改正後の法人税法に規定する減価償却方法

      により減価償却費を計上しております。これによる営業費用及び営業損益への影響は軽微であります。 

       前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）    

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しております。 

 これによる営業費用及び営業損益への影響はありません。 

 また、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」を適用しております。 

 これにより、「風水力冷熱機器関連」の営業費用に役員賞与12百万円を計上し、営業利益が同額減少して

おります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

１月１日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 全セグメントの売上高の合計額に占める本邦以外の割合が10％未満であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

１月１日 至 平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

事業区分 主要品目 

環境関連 

オゾン濃度計、オゾン空気殺菌脱臭装置、液相脱臭装置、腐植質脱臭剤、 

栽培漁業関連装置、廃棄物・水処理プラント、水景施設浄化装置、     

栽培漁業施設、水景施設などの計画・設計・施工及び製造・販売、      

緩衝材の製造・販売、微細藻類の培養による有用物質の製造・販売 

水処理関連 
上水道処理施設、下水道処理施設、ポンプ取水場施設、産業用排水処理施設、

水景施設などのプラント類の計画・設計・製作・施工・販売 

風水力冷熱機器等関連 

ポンプ、送風機、圧縮機、冷凍機、冷却塔、ボイラ、全熱交換機、冷温水機、

パッケージエアコン、工業用薬品などの販売               

空調、給排水・衛生、冷凍機、冷却塔などの設備工事 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり中間純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,102.06 円 １株当たり純資産額 1,024.66 円 １株当たり純資産額 1,022.60 円

１株当たり中間純利益 39.60 円 １株当たり中間純利益 61.23円 １株当たり当期純損失  24.34 円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益

については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。  

 同  左 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。  

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日  
 至 平成19年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日  
 至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額      

 純資産の部の合計額(百万円） 6,990 5,929 6,483 

 純資産の部の合計額から控除する金額    

  （百万円） 
7 0 3 

 （うち少数株主持分）     ( 7)   ( 0)      ( 3) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
6,983 5,929 6,480 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた  

 中間期末（期末）の普通株式の数（株） 
6,337,080 5,787,030 6,337,080 

       

１株当たり中間純利益又は 

１株当たり当期純損失(△) 
     

 中間純利益又は当期純損失(△)(百万円） 250 365 △154 

 普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は当期純損失(△)

（百万円） 
250 365 △154 

 期中平均株式数（株） 6,337,081 5,966,351 6,337,081 



（重要な後発事象） 

 前中間連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 当中間連結会計年度（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 前連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  平成19年２月28日開催の取締役会において、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式を取得すること 

 及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。 

 (1)自己株式の取得を行う理由 

   経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため 

 (2)取得内容 

  ①取得する株式の種類   当社普通株式 

 ②取得する株式の総数   550,000株(上限) 

 ③株式の取得価額の総額  1,000百万円(上限) 

 ④取得の方法       東京証券取引所の立会時間以外取引であるToSTNeT-2(終値取引)による取得 

 (3)取得日  

   平成19年３月１日 

  (4)その他  

   上記ToSTNeT-2(終値取引)による取得の結果、当社普通株式550,000株(取得価額948百万円)を取得しました。

(2）【その他】 

① 決算日後の状況   

    特記事項はありません。      

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、検収条件

である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設備

の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張しております。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,594     4,950     1,382    

２．受取手形 ※５ 1,949     1,990     1,535    

３．売掛金   5,401     4,900     5,361    

４．たな卸資産   1,634     2,483     2,876    

５．繰延税金資産   244     231     239    

６．その他   94     243     342    

  貸倒引当金   △0     △0     △0    

流動資産合計     11,918 58.3   14,800 63.4   11,738 57.3 

Ⅱ 固定資産                    

１.有形固定資産                    

 (1)建物 ※２ 1,527     1,524     1,516    

 (2)工具器具備品   158     174     171    

 (3)土地 ※２ 842     806     806    

 (4)その他   52     62     61    

 (5)減価償却累計額   △967     △1,018     △989    

有形固定資産合計   1,612   7.9 1,549   6.6 1,567   7.6 

２.無形固定資産   21   0.1 19   0.1 18   0.1 

３.投資その他の資産                    

 (1)投資有価証券 ※２ 3,000     2,814     3,106    

 (2)保険積立金   1,581     1,726     1,680    

 (3)長期性預金   500     500     500    

 (4)賃貸用不動産 ※1,2 630     615     622    

 (5)繰延税金資産   753     638     748    

 (6)その他   544     735     583    

  貸倒引当金   △109     △64     △70    

投資その他の資産 
合計   6,900   33.7 6,965   29.9 7,171   35.0 

固定資産合計     8,534 41.7   8,534 36.6   8,757 42.7 

資産合計     20,452 100.0   23,335 100.0   20,496 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金 ※2,5 8,336     11,011     7,268    

２．短期借入金 ※２ 1,360     1,210     1,708    

３．１年内返済予定の
長期借入金 

※２ 200     －     200    

４．未払法人税等   306     285     42    

５．前受金   1,114     2,287     2,507    

６．賞与引当金   135     130     130    

７．役員賞与引当金    25     －     －    

８．工事損失引当金    364     333     398    

９．その他 ※5,6 309     433     360    

流動負債合計     12,151 59.4   15,692 67.3   12,616 61.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   －     200     －    

２．退職給付引当金   528     500     520    

３．役員退職慰労 
引当金   526     547     544    

４．その他   38     37     36    

固定負債合計     1,093 5.4   1,285 5.5   1,101 5.3 

負債合計     13,244 64.8   16,978 72.8   13,717 66.9 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     957 4.7   957 4.1   957 4.7 

２．資本剰余金                    

 (1)資本準備金   787     787     787    

資本剰余金合計     787 3.8   787 3.4   787 3.8 

３．利益剰余金                    

 (1)利益準備金   141     141     141    

 (2)その他利益 
    剰余金 

                   

別途積立金   5,375     5,375     5,375    

繰越利益剰余金   646     613     220    

利益剰余金合計     6,163 30.1   6,130 26.2   5,737 28.0 

４．自己株式     △427 △2.1   △1,376 △5.9   △427 △2.1 

株主資本合計     7,481 36.5   6,498 27.8   7,054 34.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券 
    評価差額金 

    △273 △1.3   △142 △0.6   △276 △1.3 

評価・換算差額等 
合計 

    △273 △1.3   △142 △0.6   △276 △1.3 

純資産合計     7,208 35.2   6,356 27.2   6,778 33.1 

負債純資産合計     20,452 100.0   23,335 100.0   20,496 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１                  

１．製品及び 
    工事売上高 

  9,472     10,876     14,515    

２．商品売上高   3,847 13,320 100.0 4,425 15,301 100.0 7,572 22,088 100.0 

Ⅱ 売上原価                    

１．製品及び 
    工事売上原価   7,385     8,746     11,427    

２．商品売上原価   3,305 10,691 80.3 3,803 12,550 82.0 6,235 17,662 80.0 

売上総利益                    

１．製品及び 
    工事売上総利益   2,086     2,129     3,088    

２．商品売上総利益   542 2,628 19.7 621 2,751 18.0 1,337 4,425 20.0 

Ⅲ 販売費及び 
    一般管理費     2,285 17.1   2,097 13.7   4,435 20.0 

営業利益及び 
営業損失(△)     343 2.6   653 4.3   △10 △0.0 

Ⅳ 営業外収益 ※２   163 1.2   181 1.2   231 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※３   28 0.2   32 0.2   60 0.3 

経常利益     478 3.6   803 5.3   161 0.7 

Ⅵ 特別利益 ※４   148 1.1   52 0.3   210 1.0 

Ⅶ 特別損失 ※5,6   48 0.4   14 0.1   236 1.1 

税引前中間(当期） 
純利益     579 4.3   841 5.5   136 0.6 

法人税、住民税 
及び事業税   284     297     128    

法人税等調整額   △59 224 1.6 25 322 2.1 △47 80 0.3 

中間(当期)純利益     355 2.7   519 3.4   55 0.3 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）                 

(注)平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日）                 

(注)平成19年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本 
合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

 （百万円）
957 787 141 4,975 868 5,985 △427 7,302 26 7,329 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立 － － － 400 △400 － － － － － 

剰余金の配当(注) － － － － △126 △126 － △126 － △126 

利益処分による役員賞与 

(注)  
－ － － － △50 △50 － △50 － △50 

中間純利益 － － － － 355 355 － 355 － 355 

自己株式の取得 － － － － － － △0 △0 － △0 

株主資本以外の項目の   

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

－ － － － － － － － △299 △299 

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
－ － － 400 △221 178 △0 178 △299 △121 

平成18年６月30日 残高 

 （百万円）
957 787 141 5,375 646 6,163 △427 7,481 △273 7,208 

 

株主資本 
評価・換
算差額等  

純資産
合計 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本 
合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年12月31日 残高 

 （百万円）
957 787 141 5,375 220 5,737 △427 7,054 △276 6,778 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立 － － － － － － － － － － 

剰余金の配当(注) － － － － △126 △126 － △126 － △126 

中間純利益 － － － － 519 519 － 519 － 519 

自己株式の取得 － － － － － － △948 △948 － △948 

株主資本以外の項目の   

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

－ － － － － － － － 134 134 

中間会計期間中の変動額合計 

 （百万円）
－ － － － 392 392 △948 △556 134 △421 

平成19年６月30日 残高 

 （百万円）
957 787 141 5,375 613 6,130 △1,376 6,498 △142 6,356 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）              

(注)平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・換
算差額等 

純資産
合計 

資本金 

資本 
剰余金 

利益剰余金 

自己株式
株主資本 
合計 

その他有 
価証券評 
価差額金 資本 

準備金 
利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

 （百万円）
957 787 141 4,975 868 5,985 △427 7,302 26 7,329 

事業年度中の変動額                    

別途積立金の積立 － － － 400 △400 － － － － － 

剰余金の配当(注) － － － － △253 △253 － △253 － △253 

利益処分による役員賞与

(注)  
－ － － － △50 △50 － △50 － △50 

当期純利益 － － － － 55 55 － 55 － 55 

自己株式の取得 － － － － － － △0 △0 － △0 

株主資本以外の項目の   

事業年度中の変動額(純額） 
－ － － － － － － － △303 △303 

事業年度中の変動額合計 

 （百万円）
－ － － 400 △648 △248 △0 △248 △303 △551 

平成18年12月31日 残高 

 （百万円）
957 787 141 5,375 220 5,737 △427 7,054 △276 6,778 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

１．資産の評価基準及び 

  評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

(1)有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1)有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

商品・製品 

個別法による原価法 

原材料 

月次総平均法による原価法 

仕掛工事・仕掛品 

 個別法による原価法 

(2)たな卸資産 

商品・製品 

同左 

原材料 

同左 

仕掛工事・仕掛品 

同左 

(2)たな卸資産 

商品・製品 

同左 

原材料 

同左 

仕掛工事・仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の 

  方法 

(1)有形固定資産・賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建物     ３年～50年 

 機械装置   ３年～12年 

 工具器具備品 ３年～20年 

 賃貸用不動産 15年～50年 

 （建物） 

(1)有形固定資産・賃貸用不動産 

同左 

(1)有形固定資産・賃貸用不動産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、特許権の償却年数は８年

であります。また、自社利用のソ

フトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）を償却

年数としております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しておりま

す。 

  (3) 役員賞与引当金  

  役員に対する賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち当中

間会計期間に見合う額を計上してお

ります。 

(3)  ――――――――――   (3)  ――――――――――   

  (4) 工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、当

中間期末における手持工事のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ金額を

合理的に見積もることのできる工事

について、損失見積額を計上してお

ります。 

(4) 工事損失引当金   

同左 

(4) 工事損失引当金 

 受注工事の損失に備えるため、事

業年度末における手持工事のうち、

損失の発生が見込まれ、かつ金額を

合理的に見積もることのできる工事

について、損失見積額を計上してお

ります。 

  (5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

における発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれの発生の翌事業年度から損益

処理することとしております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分

した額を発生した事業年度から損益

処理しております。 

(5) 退職給付引当金 

同左 

(5) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度

における発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれの発生の翌事業年度から損益

処理することとしております。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分

した額を発生した事業年度から損益

処理しております。 

  (6) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中間会計

期間末要支給額を計上しておりま

す。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく事業年度

末要支給額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

４．工事収益の計上基準  原則として、工事完成基準によっ

ておりますが、工期が１年以上かつ

請負金額３億円以上の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

 原則として、工事完成基準によっ

ておりますが、工期が１年以上かつ

請負金額３億円以上の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

 なお、当中間会計期間における工

事進行基準による売上高は200百万

円であります。 

 原則として、工事完成基準によっ

ておりますが、工期が１年以上かつ

請負金額３億円以上の工事について

は、工事進行基準によっておりま

す。 

 なお、当事業年度における工事進

行基準による売上高は1,532百万円

であります。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表 

  （財務諸表）作成のた 

  めの基本となる重要な 

  事項 

 消費税等の会計処理  

税抜方式によっております。  

 消費税等の会計処理  

同左 

 消費税等の会計処理  

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準）  (有形固定資産及び賃貸用不動産の減価償却

の方法） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。        

 これにより、経常利益は０百万円増加

し、税引前中間純利益は18百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額は、各資産の取得

原価から直接控除しております。 

 当中間会計期間より法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号))に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産及び賃貸用

不動産については、改正後の法人税法に規

定する減価償却方法により減価償却費を計

上しております。この結果、損益に与える

影響は軽微であります。 

  当事業年度より固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会

 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

 これにより、経常利益は０百万円増加

し、税引前当期純利益は18百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額は、各資産の取得

原価から直接控除しております。 

 (役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これによ

り、営業利益、経常利益及び税引前中間純

利益は25百万円減少しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。これによる損益に与える影

響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は、7,208百万円であります。 

 また、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する

金額は、6,778百万円であります。 

 また、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。  

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「会員権」（当中間

会計期間末残高80百万円）は、重要性が低くなったため、当中間会

計期間より投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。  

           ――――――――――   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 ※１．賃貸用不動産の減価償却累計額 

445百万円 440百万円 432百万円 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

建物 192百万円 

土地 469 

投資有価証券 251 

賃貸用不動産 252 

合計 1,167百万円 

建物 190百万円 

土地 469 

投資有価証券 287 

賃貸用不動産 244 

合計 1,192百万円 

建物 188百万円 

土地 469 

投資有価証券 235 

賃貸用不動産 211 

合計 1,105百万円 

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

買掛金 996百万円 

短期借入金 960 

１年内返済予定の 

長期借入金 
200

 

合計 2,156百万円 

買掛金 1,166百万円 

短期借入金 1,160 

合計 2,326百万円 

買掛金 867百万円 

短期借入金 960 

１年内返済予定の 

長期借入金 
200

 

合計 2,027百万円 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務  ３．偶発債務 

保証債務 

 下記の関係会社の金融機関からの借

入金及び割賦購入債務に対し、債務保

証を行っております。 

保証債務 

 下記の関係会社の金融機関からの借

入金及び割賦購入債務に対し、債務保

証を行っております。 

保証債務 

 下記の関係会社の金融機関からの借

入金及び割賦購入債務に対し、債務保

証を行っております。 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱  120百万円 

昆明白鴎微藻技術  

有限公司  
51百万円 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱  120百万円 

昆明白鴎微藻技術  

有限公司  
43百万円 

㈱エバジツ 200百万円 

イージェイ㈱  120百万円 

昆明白鴎微藻技術  

有限公司  
47百万円 

※４．   ―――――――――― ※４．手形割引高及び裏書譲渡高 

   受取手形裏書譲渡高      149百万円 

※４．   ―――――――――― 

※５．   ―――――――――― ※５．中間期末日満期手形 

 中間会計期間末日の満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当中間会計期間末日は

金融機関の休日であったため、次の中間

会計期間末日満期手形が中間会計期間末

残高に含まれております。 

 受取手形         211百万円 

 また、ファクタリング方式により当社

に対する債権者よりみずほファクター㈱

に譲渡された債権（当社の買掛金及び未

払金）の会計処理は、決済日をもって処

理しております。なお、次の中間会計期

間末決済買掛金及び未払金が中間会計期

間末残高に含まれております。 

 買掛金           753百万円 

 流動負債その他（未払金）  6百万円 

※５．期末日満期手形 

 事業年度末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当事業年度末日は金融機関の

休日であったため、次の事業年度末日満

期手形が事業年度末残高に含まれており

ます。 

 受取手形         200百万円 

 また、ファクタリング方式により当社

に対する債権者よりみずほファクター㈱

に譲渡された債権（当社の買掛金及び未

払金）の会計処理は、決済日をもって処

理しております。なお、次の事業年度末

決済買掛金及び未払金が事業年度末残高

に含まれております。 

 買掛金           688百万円 

 流動負債その他（未払金）  3百万円 

※６．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

※６．消費税等の取扱い 

 同  左 

※６．   ―――――――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

※１．売上高の季節的変動 

 当社の売上高は、通常の営業の形態とし

て、下半期に比べ上半期に完成する工事の

割合が大きいため、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に著しい相違

があり、上半期と下半期の業績に季節的変

動があります。 

※１．売上高の季節的変動 

同  左  

※１．     ―――――――――― 

※２．営業外収益の内訳 ※２．営業外収益の内訳 ※２．営業外収益の内訳 

受取利息 3百万円 

受取配当金 77 

不動産賃貸収入 30 

投資有価証券売却益 47 

その他 4 

合計 163百万円 

受取利息 6百万円 

受取配当金 71 

不動産賃貸収入 31 

投資有価証券売却益 65 

その他 6 

合計 181百万円 

受取利息 10百万円 

有価証券利息 0 

受取配当金 82 

不動産賃貸収入 62 

投資有価証券売却益 65 

その他 11 

合計 231百万円 

※３．営業外費用の内訳 ※３．営業外費用の内訳 ※３．営業外費用の内訳 

支払利息 6百万円 

不動産賃貸費用 16 

その他 5 

合計 28百万円 

支払利息 11百万円 

不動産賃貸費用 16 

その他 3 

合計 32百万円 

支払利息 16百万円 

不動産賃貸費用 33 

その他 9 

合計 60百万円 

※４．特別利益の内訳 ※４．特別利益の内訳 ※４．特別利益の内訳 

投資有価証券売却益 0百万円 

貸倒引当金戻入益 2  

保険金収入 145  

合計 148百万円 

投資有価証券売却益 24百万円 

貸倒引当金戻入益 4  

会員権売却益 2  

保険金収入 21  

合計 52百万円 

投資有価証券売却益 30百万円 

固定資産売却益   

建物 0 
構築物 0 
土地 5 

小計 6 

貸倒引当金戻入益 4百万円 

保険金収入 145  

会員権売却益 23  

合計 210百万円 

※５．特別損失の内訳 ※５．特別損失の内訳 ※５．特別損失の内訳 

投資有価証券評価損 25百万円 

減損損失 18 

固定資産処分損    

機械装置 2 
工具器具備品 1 

小計 4 

合計 48百万円 

投資有価証券評価損 13百万円 

固定資産処分損    

工具器具備品 0 
小計 0 

合計 14百万円 

投資有価証券評価損 169百万円 

減損損失 18 

労災補償金 40 

固定資産処分損    
機械装置 2 
工具器具備品  2 
電話加入権 2 

小計 7 

合計 236百万円 

 



前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

※６．減損損失 ※６．     ―――――――――― ※６．減損損失 

(１)減損損失を認識した資産グループの概要   (１)減損損失を認識した資産グループの概要 

場所 用途 種類 減損損失 

静岡県 

富士市 

賃貸用 

 資産  

建物 11百万円 

土地 4百万円 

千葉県 

香取市 
 遊休資産  土地 3百万円 

 計 18百万円 

  場所 用途 種類 減損損失 

静岡県 

富士市 

賃貸用 

 資産  

建物 11百万円 

土地 4百万円 

千葉県 

香取市 
 遊休資産  土地 3百万円 

 計 18百万円 

(２)資産のグルーピングの概要   (２)資産のグルーピングの概要 

   当社は、継続的に損益を把握している 

 事業単位ごとに資産をグルーピングして 

 おりますが、賃貸用資産及び遊休資産に 

 ついては個々の物件をグルーピングの単 

 位としております。 

     当社は、継続的に損益を把握している 

 事業単位ごとに資産をグルーピングして 

 おりますが、賃貸用資産及び遊休資産に 

 ついては個々の物件をグルーピングの単 

 位としております。 

(３)減損損失の認識に至った経緯   (３)減損損失の認識に至った経緯 

    静岡県富士市の賃貸用資産について 

 は、不動産価格の著しい下落に伴い収益 

 性が著しく低下したため、減損損失を認 

 識いたしました。 

  千葉県香取市の土地については、遊休 

 状態にあり今後の利用計画もなく、地価 

 も著しく下落しているため、減損損失を 

 認識いたしました。 

      静岡県富士市の賃貸用資産について 

 は、不動産価格の著しい下落に伴い収益 

 性が著しく低下したため、減損損失を認 

 識いたしました。 

  千葉県香取市の土地については、遊休 

 状態にあり今後の利用計画もなく、地価 

 も著しく下落しているため、減損損失を 

 認識いたしました。 

(４)回収可能価額の算定方法   (４)回収可能価額の算定方法 

   回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しており、固定資産税評価額等を基 

 礎として算定しております。 

     回収可能価額は、正味売却価額により 

 測定しており、固定資産税評価額等を基 

 礎として算定しております。 

 ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額 

有形固定資産 29百万円 

無形固定資産 0百万円 

賃貸用不動産 8百万円 

有形固定資産 30百万円 

無形固定資産 1百万円 

賃貸用不動産 8百万円 

有形固定資産 63百万円 

無形固定資産 1百万円 

賃貸用不動産 17百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加は、取締役会決議に基づく取得550,000株、単元未満株式の買取50株によるものであ

ります。 

 前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式（普通株式）の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。 

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数   （株）

当中間会計期間減少
株式数   （株） 

当中間会計期間末 
株式数   （株） 

   普通株式 （注） 302,910 10 － 302,920 

合計 302,910 10 － 302,920 

 
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数   （株）

当中間会計期間減少
株式数   （株） 

当中間会計期間末 
株式数   （株） 

   普通株式 （注） 302,920 550,050 － 852,970 

合計 302,920 550,050 － 852,970 

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加 
株式数 （株） 

当事業年度減少 
株式数 （株） 

当事業年度末株式数
      （株）

   普通株式 （注） 302,910 10 － 302,920 

合計 302,910 10 － 302,920 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年６月30日)、当中間会計期間末(平成19年６月30日)及び前事業年度(平成18年12月31日)

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 

 至 平成19年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

建物 8 3 4 

工具器具 

備品 
134 80 54 

その他 15 4 11 

合計 158 88 69 

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

建物 8 5 2 

工具器具 

備品 
98 46 52 

その他 25 8 16 

合計 131 60 71 

 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

建物 8 4 3 

工具器具 

備品 
102 57 45 

その他 25 6 19 

合計 136 68 67 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 26百万円 

１年超 44 

合計 71百万円 

１年内 24百万円 

１年超 47 

合計 72百万円 

１年内 25百万円 

１年超 43 

合計 69百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

    支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

    支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び 

    支払利息相当額 

支払リース料 17百万円 

減価償却費相当額 16百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 14百万円 

減価償却費相当額 13百万円 

支払利息相当額 1百万円 

支払リース料 33百万円 

減価償却費相当額 30百万円 

支払利息相当額 1百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はない 

 ため、項目等の記載は省略しております。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年１月１日 至 平成19年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

  平成19年２月28日開催の取締役会において、会社法第165条第２項の規定に基づき、自己株式を取得すること 

 及びその具体的な取得方法について決議し、平成19年３月１日に自己株式を取得いたしました。なお、詳細に 

 ついては、39ページ「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表 注記事項（重要 

 な後発事象）」に記載のとおりであります。 



(2）【その他】 

① 決算日後の状況   

平成19年８月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・115,740千円  

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・20円00銭  

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・平成19年９月６日  

（注）平成19年６月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、中間

配当金を支払います。    

② 訴訟  

  平成17年10月13日に、当社がプラントを納入した釧路化学工業株式会社（以下原告）から、当社と当該プラ

ントに係る事業を企画した株式会社エムアイテックは、損害賠償請求を釧路地方裁判所に提起されておりま

す。 

 原告は、当社が設計、施工販売した製造プラントは納期（平成15年10月）までに完成しておらず、検収条件

である連続稼働時間を確保できないとし、そのために発生した平成16年２月から平成17年８月までの当該設備

の管理費用176百万円から、当社の原告に対する請負代金債権の一部である27百万円を差し引いた149百万円を

当社及び株式会社エムアイテックに支払うよう求めております。 

 一方、当社としては、当該プラントは既に完成納入していると認識しており、稼働の不具合は当社に責任は

なく、原告の請求は根拠を欠き不当である旨を裁判手続きにおいて主張しております。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１．自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成19年２月28日 至 平成19年２月28日）平成19年４月９日関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日）平成19年４月９日関東財務局長に提出。 

２．有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第 68 期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

      平成１８年９月１２日 

荏原実業株式会社      

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、荏原実業株式会社及び連結子会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間か

ら「固定資産の減損に係る会計基準」及び「役員賞与に関する会計基準」が適用されることになったため、これらの会

計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

      平成１９年９月１８日 

荏原実業株式会社      

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１９

年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、荏原実業株式会社及び連結子会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

      平成１８年９月１２日 

荏原実業株式会社      

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日までの第６８期事業年度の中間会計期間（平成１８

年１月１日から平成１８年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、荏原実業株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

１月１日から平成１８年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定

資産の減損に係る会計基準」及び「役員賞与に関する会計基準」が適用されることになったため、これらの会計基準を

適用して中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

      平成１９年９月１８日 

荏原実業株式会社      

取締役会御中  

監査法人 トーマツ

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石橋 和男   印 

 指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 羽鳥 良彰   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている荏

原実業株式会社の平成１９年１月１日から平成１９年１２月３１日までの第６９期事業年度の中間会計期間（平成１９

年１月１日から平成１９年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、荏原実業株式会社の平成１９年６月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

１月１日から平成１９年６月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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